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(57)【要約】
　本発明は、リチウムイオン二次電池に関し、具体的に
は、二次電池が収納または装着される電子機器内の収納
空間を最大限活用して電池の性能を極大化させることが
できるように構成されたリチウムイオン二次電池に関す
るものであり、複数個のポケット式の正極体と負極体が
交互に積層された電極組立体を含む二次電池において、
前記電極組立体には、陰刻で陥没した空間部が形成され
、前記空間部は、前記電極組立体の最下端に配置された
負極体を除く残りの複数個のポケット式の正極体および
負極体に形成され得る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数個のポケット式の正極体と負極体が交互に積層された電極組立体を含む二次電池に
おいて、
　前記電極組立体には、陰刻で陥没した空間部が形成され、
　前記空間部には、電子機器の突出部が挿入されることを特徴とする、リチウムイオン二
次電池。
【請求項２】
　前記ポケット式の正極体は、
　正極活物質であるリチウムまたはリチウム金属複合酸化物のコーティング層および無垢
突出部を有し、第１貫通孔が形成された正極板；
　前記無垢突出部だけを露出させながら前記正極板の両面を被覆する一対の分離膜；およ
び
　前記正極板の外周の全体または外周の一部に沿って、前記一対の分離膜の間に位置し、
前記一対の分離膜に接着されるフィルム部；を含むことを特徴とする、請求項１に記載の
リチウムイオン二次電池。
【請求項３】
　前記フィルム部は、
　前記正極板の外周の全体または外周の一部に沿って、前記一対の分離膜の間に位置し、
前記一対の分離膜に接着される第１絶縁性部材；および
　前記第１貫通孔を形成する前記正極板の内周の全体または内周の一部に沿って、前記一
対の分離膜の間に位置し、前記一対の分離膜に接着される第２絶縁性部材；を含むことを
特徴とする、請求項２に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項４】
　前記フィルム部は、
　前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材とを互いに連結する連結部材を含むことを特
徴とする、請求項３に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項５】
　前記連結部材の両端は、前記第１絶縁性部材の内周部分の少なくとも一部と、前記第２
絶縁性部材の外周部分の少なくとも一部とにそれぞれ連結されることを特徴とする、請求
項４に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項６】
　前記正極板には、前記連結部材が収容され得る切開部が形成されることを特徴とする、
請求項４に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項７】
　前記負極体は、
　リチウムを吸蔵、放出できる炭素質負極活物質コーティング層および無垢突出部を有す
る負極板を含み、
　前記負極体の負極板には、前記第１貫通孔と対応して連通される第２貫通孔が形成され
ることを特徴とする、請求項１に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項８】
　前記電極組立体の最下端に配置された負極体の負極板には、前記第２貫通孔が選択的に
形成される、または、形成されないことを特徴とする、請求項７に記載のリチウムイオン
二次電池。
【請求項９】
　前記一対の分離膜中で前記正極板の第１貫通孔と対応する部位は、前記第２絶縁性部材
の内側面と接着され、前記電極組立体の最下端に配置される負極体の負極板の表面に接着
されるように加熱加圧されることを特徴とする、請求項８に記載のリチウムイオン二次電
池。
【請求項１０】
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　前記電極組立体に形成された空間部は、
　前記第１貫通孔に収容された前記第２絶縁性部材の内側面と、前記第２貫通孔を形成す
る負極板の内側面により孔の形状に形成されるか、前記第１貫通孔に収容された前記第２
絶縁性部材の内側面と、前記第２貫通孔を形成する負極板の内側面、および前記電極組立
体の最下端に配置される負極板の上面により溝の形状に形成されることを特徴とする、請
求項９に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１１】
　前記一対の分離膜と向かい合う前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および連結部
材の両面には、それぞれ接着物質が塗布されることを特徴とする、請求項４に記載のリチ
ウムイオン二次電池。
【請求項１２】
　前記一対の分離膜のいずれか一つの分離膜には、前記第１絶縁性部材が置かれる位置決
め部が表示されることを特徴とする、請求項３に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１３】
　前記第１絶縁性部材には、前記正極板の無垢突出部が収容され得る収容部が形成される
ことを特徴とする、請求項３に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１４】
　前記一対の分離膜と向かい合う前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および前記連
結部材の両面には、それぞれ接着物質が塗布されることを特徴とする、請求項４に記載の
リチウムイオン二次電池。
【請求項１５】
　前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および前記連結部材は、ポリオレフィン樹脂
フィルム、ポリエステル樹脂フィルム、ポリスチレン樹脂フィルム、ポリイミドフィルム
、フルオロカーボン樹脂フィルム、ＡＢＳフィルム、ポリアクリル系フィルム、アセター
ル系フィルム、ポリカーボネートフィルムで構成された群から選択されたいずれか一つを
含む、請求項４に記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１６】
　前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および前記連結部材は、エチレンビニルアセ
テート、エチレンエチルアセテート、エチレンアクリリックアシッド系化合物、アイオノ
マー系化合物、ポリエチレン、ポリビニルアセテート、ポリビニルブチラールで構成され
た高温溶融型接着物質群から選択されたいずれか一つの接着成分を含む、請求項１４に記
載のリチウムイオン二次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオン二次電池に関し、具体的には、二次電池が収納または装着さ
れる電子機器内の収納空間を最大限活用して電池の性能を極大化させることができるよう
に構成されたリチウムイオン二次電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話、カムコーダ、ノートパソコンなどの携帯用電子機器市場が拡大され、多様化
するにつれ、再充電が可能な電源供給用二次電池への需要も拡大されている。携帯用電子
機器の小型化、軽量化、高性能化および多機能化は、電源に用いられる二次電池のエネル
ギー貯蔵密度の継続的な向上を要求している。従って、これを満たすための長年の研究の
結果、現在、リチウムの可逆的な挿入、放出が可能な炭素負極と、リチウムの可逆的な挿
入、放出が可能な正極物質を採用したリチウムイオン二次電池が登場した。
【０００３】
　前記リチウムイオン二次電池は、既存のニッケル－カドミウムおよびニッケル－水素の
ような水溶液系二次電池と比較した場合、単位重量当たりのエネルギー密度および充放電
寿命が相対的に大きいため、近年、携帯用電子機器の新たなエネルギー源として急速に既
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存の電池を代替している。しかし、携帯用電子機器の急速な発展と多角化に伴い、さらに
高いエネルギー密度と様々な規格の電池選択への要求が急増しているが、現在、リチウム
イオン二次電池は、このような要求を満たしてはいない実情である。
【０００４】
　特に、電子機器の急速な薄型化と小型化は、薄厚の薄型リチウムイオン二次電池への需
要を急速に拡大させているのに対し、既存の円筒形や角形リチウムイオン二次電池の組み
立て方法をそのまま採用した場合、薄型化に伴う体積当たりのエネルギー密度の下落が過
度に大きい方である。従って、体積当たりのエネルギー密度が高い薄型リチウムイオン二
次電池の開発は、様々な携帯用電子機器の小型化、軽量化、薄型化をなすのに必須である
と判断される。
【０００５】
　従って、本出願人は、このような問題を解決するために、ポケット式の電極体を用いた
二次電池を開発しており、本出願人により出願されて登録された韓国登録特許第１０－１
１６８６５１号公報（特許文献１）および韓国登録特許第１０－０３３７７０７号公報（
特許文献２）には、ポケット式の電極体を用いたリチウムイオン二次電池および製造技術
が開示されている。
【０００６】
　前記先行特許は、前記の問題点をある程度解決したが、ポケット式の電極体を用いたリ
チウムイオン二次電池は、コイン（ｃｏｉｎ）型、ボタン（ｂｕｔｔｏｎ）型等の扁平型
またはパウチ形態などの外装ケースが典型的な形状に製造されることが一般的であるため
、二次電池が用いられる電子機器の形状や形態が変われば、典型的な形状の二次電池が使
用できないという問題点は依然として残っている。
【０００７】
　近年、電子機器のデザインは、消費者の選択基準の大きな比重を占めるため、近年は、
洗練された綺麗な形状の曲面型電子機器が多く発売されている実情である。
【０００８】
　しかし、既存の二次電池が前記曲面型電子機器や、または、電子部品によって必然的に
凹凸部空間が形成される電子機器に収納される場合、電子機器内の二次電池収納空間に前
記二次電池が満たせない残余空間が残っているようになる。
【０００９】
　また、二次電池が収容されるケースの内面に突出部が形成されている場合に、前記突出
部により二次電池が収納され得る空間が減って、結局、前記収納空間を正しく活用できな
い場合が発生する。
【００１０】
　これによって、既存の二次電池は、前記収納空間の残余空間を効率的に活用できないた
め、電池容量や使用時間の面で曲面型電子機器や凹凸部空間または突出部により形成され
る空間を有する電子機器に適用されるには満足できる水準に達していない。
【００１１】
　従って、本出願人は、前記収納空間の残余空間を効率的に活用して二次電池の電池容量
や使用時間を増やすことができ、二次電池が用いられる電子機器の形態に対する制約を減
らすことができる形態と構造を有するよう、本発明を提案するようになった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】韓国登録特許第１０－１１６８６５１号公報
【特許文献２】韓国登録特許第１０－０３３７７０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、前記のような問題点を解決するためのものであって、電子機器の電池収納空
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間を最大限活用して二次電池の性能を低下させないリチウムイオン二次電池を提供するこ
とができる。
【００１４】
　また、本発明は、二次電池が用いられる電子機器の形態の制約を最小化できるリチウム
イオン二次電池を提供することができる。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は、複数個のポケット式の正極体と負極体が交互に積層された電極組立体を含む
二次電池であって、前記電極組立体には、陰刻で陥没した空間部が形成され、前記空間部
には、電子機器の突出部が挿入され得る。
【００１６】
　また、前記ポケット式の正極体は、正極活物質であるリチウムまたはリチウム金属複合
酸化物のコーティング層および無垢突出部を有し、第１貫通孔が形成された正極板；前記
無垢突出部だけを露出させながら前記正極板の両面を被覆する一対の分離膜；および、前
記正極板周り全体または周りの一部で前記一対の分離膜の間に位置し、前記一対の分離膜
に接着されるフィルム部；を含むことができる。
【００１７】
　また、前記フィルム部は、前記正極板の外周の全体または外周の一部に沿って前記一対
の分離膜の間に位置し、前記一対の分離膜に接着された第１絶縁性部材；および、前記第
１貫通孔を形成する前記正極板の内周の全体または内周の一部で前記一対の分離膜の間に
位置し、前記一対の分離膜に接着された第２絶縁性部材；を含むことができる。
【００１８】
　また、前記フィルム部は、前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材を互いに連結する
連結部材を含むことができる。
【００１９】
　また、前記連結部材の両端は、前記第１絶縁性部材の内周部分の少なくとも一部と、前
記第２絶縁性部材の外周部分の少なくとも一部とにそれぞれ連結され得る。
【００２０】
　また、前記正極板には、前記連結部材が収容され得る切開部が形成され得る。
【００２１】
　また、前記負極体は、リチウムを吸蔵、放出できる炭素質負極活物質コーティング層お
よび無垢突出部を有する負極板を含み、前記負極体の負極板には、前記第１貫通孔と対応
して連通される第２貫通孔が形成され得る。
【００２２】
　また、前記電極組立体の最下端に配置された負極体の負極板には、前記第２貫通孔が選
択的に形成されても形成されなくてもよい。
【００２３】
　また、前記一対の分離膜中で前記正極板の第１貫通孔と対応する部位は、前記第２絶縁
性部材の内側面と接着され、前記電極組立体の最下端に配置される負極体の負極板の表面
に接着されるように加熱加圧され得る。
【００２４】
　また、前記電極組立体に形成された空間部は、前記第１貫通孔に収容された前記第２絶
縁性部材の内側面と、前記第２貫通孔を形成する負極板の内側面により孔の形状に形成さ
れるか、前記第１貫通孔に収容された前記第２絶縁性部材の内側面と、前記第２貫通孔を
形成する負極板の内側面、および前記電極組立体の最下端に配置される負極板の上面によ
り溝の形状に形成され得る。
【００２５】
　また、前記一対の分離膜と向かい合う前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および
連結部材の両面には、それぞれ接着物質が塗布され得る。
【００２６】
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　また、前記一対の分離膜のいずれか一つの分離膜には、前記第１絶縁性部材が置かれる
位置決め部が表示され得る。
【００２７】
　また、前記第１絶縁性部材には、前記正極板の無垢突出部が収容され得る収容部が形成
され得る。
【００２８】
　また、前記一対の分離膜と向かい合う前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および
前記連結部材の両面には、それぞれ接着物質が塗布され得る。
【００２９】
　また、前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および前記連結部材は、ポリオレフィ
ン樹脂フィルム、ポリエステル樹脂フィルム、ポリスチレン樹脂フィルム、ポリイミドフ
ィルム、フルオロカーボン樹脂フィルム、ＡＢＳフィルム、ポリアクリル系フィルム、ア
セタール系フィルム、ポリカーボネートフィルムで構成された群から選択されたいずれか
一つを含むことができる。
【００３０】
　また、前記第１絶縁性部材と前記第２絶縁性部材および前記連結部材は、エチレンビニ
ルアセテート、エチレンエチルアセテート、エチレンアクリリックアシッド系化合物、ア
イオノマー系化合物、ポリエチレン、ポリビニルアセテート、ポリビニルブチラールで構
成された高温溶融型接着物質群から選択されたいずれか一つの接着成分を含むことができ
る。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電池は、大きさが互いに異なる複数個の電極
組立体が多段に積層され、カーブ状の曲面型空間を有する電子機器の二次電池収納空間や
、電子部品の配列による高低によって凹凸部または突出部を有する電子機器の二次電池収
納空間に収容され得るので、電子機器内の二次電池収納空間を最大限活用することができ
る。
【００３２】
　また、本発明の一実施例に係る二次電池は、電子機器の二次電池収納空間の残余空間を
最大限活用することができるので、電池容量および電池使用時間を増やすことができる。
【００３３】
　また、本発明の一実施例に係る二次電池は、電子機器の二次電池収納空間を既存の角形
や円筒形に限定しないため、電子機器を様々なデザインで設計可能にすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】図１は、本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電池の斜視図。
【図２】図２は、図１に示されたリチウムイオン二次電池をＡ－Ａ’方向に切断して矢印
方向から眺めた断面図。
【図３】図３は、本発明の実施例に係るポケット式の正極体の分離斜視図。
【図４】図４は、本発明の実施例に係るポケット式の正極体の平面図および断面図。
【図５】図５は、本発明の実施例に係る負極体の平面図。
【図６】図６は、本発明の実施例に係る一対の分離膜の間に複数個の正極板と複数個のフ
ィルム部が配置された状態を示す斜視図。
【図７】図７は、電子機器の電池収納空間に本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電
池が収納された様子を示す図。
【図８】図８は、本発明の電極組立体を密封するパウチの斜視図。
【図９】図９は、図８のパウチにより電極組立体が密封された状態を示す斜視図。
【図１０】図１０は、図９に示されたパウチ二次電池をＡ－Ａ’方向に切断して矢印方向
から眺めた断面図。
【発明を実施するための形態】
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【００３５】
　本発明の利点および特徴、そして、それらを達成する方法は、添付の図面と共に詳細に
後述されている実施例を参照すれば明確になるだろう。
【００３６】
　しかし、本発明は、以下において開示される実施例に限定されるものではなく、互いに
異なる様々な形態で具現され、単に、本実施例は、本発明の開示が完全なものとなるよう
にし、本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者に発明の範疇を完全に知
らせるために提供されるものであり、本発明は、請求項の範疇により定義されるだけであ
る。
【００３７】
　以下、添付の図１および図７を参照し、本発明の一実施例に係るステップセル構造を有
する二次電池１００が説明される。
【００３８】
　図１および図２に示されたように、本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電池１０
０は、複数個のポケット式の正極体２００と負極体３００が交互に積層された電極組立体
４００を含むことができる。
【００３９】
　前記電極組立体４００には、電子機器の電池収納空間に向かって突出した突出部１１（
図７参照）が挿入されて収容され得る空間部Ｓ１が形成されるが、前記空間部Ｓ１は、複
数個のポケット式の正極体２００および負極体３００にそれぞれ形成された第１貫通孔２
１２および第２貫通孔３１２により形成され得る。
【００４０】
　そして、前記空間部Ｓ１は、図２に示されたように、前記電極組立体４００に溝の形状
に形成され得、図１０に示されたように、孔の形状に形成されてもよい。
【００４１】
　即ち、前記空間部Ｓ１が前記電極組立体４００に溝の形状に形成される時は、図２に示
されたように、前記電極組立体４００の最下端に配置された負極体３００を除く残りの複
数個のポケット式の正極体２００および負極体３００にそれぞれ形成された第１貫通孔２
１２および第２貫通孔３１２により形成され得る。
【００４２】
　これに対し、前記空間部Ｓ１が前記電極組立体４００に孔の形状に形成される時は、図
１０に示されたように、前記電極組立体４００を構成する複数個のポケット式の正極体２
００および負極体３００のいずれにもそれぞれ形成される第１貫通孔２１２および第２貫
通孔３１２により形成され得る。
【００４３】
　これによって、前記ポケット式の正極体２００は、図３および図４に示されたように、
正極活物質であるリチウムまたはリチウム金属複合酸化物のコーティング層および無垢突
出部２１１を有し、電子機器の電池収納空間に向かって突出した突出部１１が挿入され得
る第１貫通孔２１２が形成された正極板２１０と、前記無垢突出部２１１だけを露出させ
ながら前記正極板２１０の両面を被覆する一対の分離膜２２０、および前記正極板２１０
の周囲全体または周囲の一部におて前記一対の分離膜２２０の間に位置し、前記一対の分
離膜２２０に接着されるフィルム部２３０を含むことができる。
【００４４】
　そして、前記負極体３００は、図５に示されたように、リチウムを吸蔵、放出できる炭
素質負極活物質および無垢突出部３１１を有し、前記正極板２１０に形成された第１貫通
孔２１２と対応して連通される第２貫通孔３１２が形成された負極板３１０を含むことが
できる。
【００４５】
　前記負極体３００の負極板３１０は、前記ポケット式の正極体２００の正極板２１０か
ら放出するリチウムイオンを安定的に吸蔵させるために、前記正極板２１０の大きさより
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大きく形成されることが必須である。
【００４６】
　そして、前記空間部Ｓ１が溝の形状に形成される時は、前述したように、前記電極組立
体４００の最下端に配置される負極体３００の負極板３１０に第２貫通孔３１２が形成さ
れない。これに対し、前記空間部Ｓ１が前記電極組立体４００を貫通する孔の形状に形成
される時は、前記電極組立体４００を構成する負極体３００の負極板３１０のいずれにも
第２貫通孔３１２が形成され得る。
【００４７】
　前記空間部Ｓ１の形状は、電子機器の電池収納空間に向かって突出した突出部１１（図
７参照）の突出長さ、突出方向および個数などに対応して溝または孔の形状に形成され得
、これによって、前記第２貫通孔３１２が前記電極組立体４００の最下端に配置される負
極体３００の負極板３１０に選択的に形成されても、形成されなくてもよい。
【００４８】
　そして、前記ポケット式の正極体２００のフィルム部２３０は、図３および図４に示さ
れたように、前記正極板２１０の外周の全体または外周の一部に沿って前記一対の分離膜
２２０の間に位置し、前記一対の分離膜２２０に接着される第１絶縁性部材２３１と、前
記第１貫通孔２１２を区画して形成する前記正極板２１０の内周の全体または内周の一部
に沿って前記一対の分離膜２２０の間に位置し、前記一対の分離膜２２０に接着される第
２絶縁性部材２３２を含むことができる。
【００４９】
　前記第１絶縁性部材２３１と前記第２絶縁性部材２３２は、互いに協力して前記正極板
２１０が収容され得る打抜空間Ｓ２を形成することができる。
【００５０】
　前記打抜空間Ｓ２は、前記正極板２１０が収容され得る形状または大きさを有し、本発
明の実施例においては、前記正極板２１０の形状と対応する四角枠の形状に形成されたが
、これに限定されず、円形および多角形状の枠形状に作製されてもよい。
【００５１】
　そして、前記正極板２１０は、前記打抜空間Ｓ２を形成する前記第１絶縁性部材２３１
および前記第２絶縁性部材２３２と離隔されて一定間隔を有したまま前記打抜空間Ｓ２に
収容され得る。
【００５２】
　即ち、前記正極板２１０の外側面は、前記第１絶縁性部材２３１の内側面と離隔され、
また、前記第１貫通孔２１２を形成する前記正極板２１０の内側面は、前記第２絶縁性部
材２３２の外側面と離隔される。
【００５３】
　一方、前記フィルム部２３０は、前記第１絶縁性部材２３１と前記第２絶縁性部材２３
２を互いに連結する連結部材２３３をさらに含むことができる。
【００５４】
　前記連結部材２３３は、前記第１絶縁性部材２３１の内周部分の少なくとも一部と、前
記第２絶縁性部材２３２の外周部分の少なくとも一部とに、両端がそれぞれ連結され得る
。
【００５５】
　前記連結部材２３３は、前記第２絶縁性部材２３２が前記正極板２１０の第１貫通孔２
１２に収容され、前記正極板２１０の内周に沿って配置される過程で、前記第２絶縁性部
材２３２が既設定された位置に置かれ得るようにする。
【００５６】
　即ち、前記連結部材２３３は、前記フィルム部２３０の第１絶縁性部材２３１が前記一
対の分離膜２２０のうち前記正極板２１０の下側に配置された分離膜２２０に置かれれる
時に、前記第２絶縁性部材２３２が前記正極板２１０の第１貫通孔２１２に収容され得る
位置に配置され得るようにする。
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【００５７】
　ここで、前記正極板２１０には、前記フィルム部２３０の連結部材２３３が収容され得
る切開部２１３が形成されることが好ましい。
【００５８】
　前記切開部２１３は、前記正極板２１０が、前記フィルム部２３０が接着された前記一
対の分離膜２２０のいずれか一つの分離膜２２０に置かれ、前記フィルム部２３０が形成
する打抜空間Ｓ２に収容される時に、前記正極板２１０が前記フィルム部２３０の連結部
材２３３の上側に積層された状態で前記打抜空間Ｓ２に収容されることを防止する。
【００５９】
　仮に、前記正極板２１０に前記切開部２１３が形成されなければ、前記正極板２１０が
前記連結部材２３３の上側に積層された状態となるため、前記正極板２１０と前記一対の
分離膜２２０との間に間隙が形成され、結局、複数個のポケット式の正極体２００と負極
体３００が交互に積層される時に、前記ポケット式の正極体２００と負極体３００との間
に間隙が形成され、電池の性能が低下し得る。
【００６０】
　また、前記連結部材２３３は、前記第１絶縁性部材２３１の内周側面の中央と前記第２
絶縁性部材２３２の外周側面の中央を連結するものと図面上に示されたが、それに限定さ
れない。即ち、前記連結部材２３３が形成される位置または個数は、前記第１絶縁性部材
２３１の内周側面と前記第２絶縁性部材２３２の外周側面とを互いに連結することができ
れば、前記第１絶縁性部材２３１の内周側面と前記第２絶縁性部材２３２の外周側面の少
なくとも一部に選択されて形成され得る。
【００６１】
　そして、前記フィルム部２３０の第１絶縁性部材２３１と前記第２絶縁性部材２３２お
よび前記連結部材２３３には、接着物質が塗布され得る。即ち、前記一対の分離膜２２０
と向かい合う前記第１絶縁性部材２３１と前記第２絶縁性部材２３２および前記連結部材
２３３の両面には、それぞれ接着物質が塗布され得る。
【００６２】
　また、前記フィルム部２３０の第１絶縁性部材２３１と前記第２絶縁性部材２３２およ
び前記連結部材２３３は、ポリオレフィン樹脂フィルム、ポリエステル樹脂フィルム、ポ
リスチレン樹脂フィルム、ポリイミドフィルム、ポリアミドフィルム、フルオロカーボン
樹脂フィルム、ＡＢＳフィルム、ポリアクリル系フィルム、アセタール系フィルム、ポリ
カーボネートフィルムで構成された群から選択されたいずれか一つを含むことができる。
【００６３】
　そして、前記第１絶縁性部材２３１と前記第２絶縁性部材２３２および前記連結部材２
３３は、エチレンビニルアセテート、エチレンエチルアセテート、エチレンアクリリック
アシッド系化合物、アイオノマー系化合物、ポリエチレン、ポリビニルアセテート、ポリ
ビニルブチラールで構成された高温溶融型接着物質群から選択されたいずれか一つの接着
成分を含むことが好ましい。
【００６４】
　また、前記第１絶縁性部材２３１には、前記正極板２１０の無垢突出部２１１が収容さ
れ得る収容部２３１ａが形成され得る。
【００６５】
　前記収容部２３１ａは、前記正極板２１０が前記フィルム部２３０の打抜空間Ｓ２に収
容される時に、前記正極板２１０の無垢突出部２１１が前記一対の分離膜２２０のいずれ
か一つの分離膜２２０に接着された前記第１絶縁性部材２３１の上側に積層されることを
防止する。
【００６６】
　仮に、前記第１絶縁性部材２３１に前記収容部２３１ａが形成されなければ、前記正極
板２１０の無垢突出部２１１が前記第１絶縁性部材２３１の上側に積層された状態となる
ため、前記正極板２１０と前記一対の分離膜２２０との間には、間隙が形成されざるを得
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ない。これによって、複数個のポケット式の正極体２００と負極体３００が交互に積層さ
れる時に、前記ポケット式の正極体２００と負極体３００との間に間隙が形成され、電池
の性能が低下し得る。
【００６７】
　前記収容部２３１ａは、前記第１絶縁性部材２３１の周方向の一部に形成され得、前記
正極板２１０が前記打抜空間Ｓ２に収容される時に、前記正極板２１０の無垢突出部２１
１と対応する位置に形成され得る。
【００６８】
　そして、前記一対の分離膜２２０のいずれか一つの分離膜２２０には、図６に示された
ように、前記フィルム部２３０の第１絶縁性部材２３１が置かれる位置を案内する位置決
め部２２１が表示され得る。
【００６９】
　前記位置決め部２２１は、作業者が帯状の分離膜２２０に対して複数個のフィルム部２
３０を既設定された位置に接着させる作業を簡便かつ正確に遂行できるようにする。
【００７０】
　そして、前記一対の分離膜２２０の中で前記正極板２１０の第１貫通孔２１２と対応す
る部位は、図示しない加熱加圧手段により加圧され、図２に示されたように、前記第２絶
縁性部材２３２の内周側面と接着され、また、電極組立体４００の最下端に配置される負
極体３００の負極板３１０の表面と接着される。従って、前記電極組立体４００に形成さ
れた空間部Ｓ１は、前記第１貫通孔２１２に収容された前記第２絶縁性部材２３２の内周
側面と、前記第２貫通孔３１２を形成する負極板３１２の内側面、および前記電極組立体
４００の最下端に配置される負極板３１０の上面により溝の形態に形成され得、または、
前記第１貫通孔２１２に収容された前記第２絶縁性部材２３２の内周側面と、前記第２貫
通孔２１２を形成する負極板３１２の内側面により孔の形態に形成され得る。
【００７１】
　これによって、図７に示されたように、電子機器の電池収納空間に向かって突出した電
子機器１０の突出部１１が前記電極組立体４００を取り囲む電池缶２０の溝２１に収容さ
れた状態で前記空間部Ｓ１に挿入され得る。
【００７２】
　一方、前記のように構成された、本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電池１００
は、様々なパッケージング（ｐａｃｋｉｎｇ）素材により密封され得、どのようなパッケ
ージング素材を使用するかによって缶タイプまたはパウチタイプの電池に用いられ得る。
【００７３】
　このとき、前記リチウムイオン二次電池１００を密封するパッケージング素材が軟性材
のパウチである場合は、図８に示されたように、前記パウチＰに電極組立体４００が収納
され得る一対の収容溝３０と、前記一対の収容溝３１内で突出し、前記電極組立体４００
に形成された空間部Ｓ１に挿入される挿入部３１を形成させることが好ましい。
【００７４】
　前記一対の収容溝３０は、前記電極組立体４００の外形と対応する形状に形成され、前
記パウチＰが折れ目Ｌを基準に半分に折れるとき、互いに対応する位置に形成されること
が好ましい。
【００７５】
　なぜなら、前記一対の収容溝３０の中でいずれか一つの収容溝３０に挿入された電極組
立体４００の密封作業を実施する時に、作業者が前記パウチＰを折れ目Ｌに沿って半分に
折るだけで、前記一対の収容溝３０が互いに型合わせされ、前記電極組立体４００を密封
できるからである。
【００７６】
　そして、前記挿入部３１は、前記一対の収容溝３０それぞれに形成され得、または、前
記一対の収容溝３０のいずれか一つの収容溝３０にのみ形成され得る。即ち、前記挿入部
３１は、前記電極組立体４００に形成された空間部Ｓ１が溝の形状に形成された時は、前
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記一対の収容溝３０のいずれか一つの収容溝３０にのみ形成され、逆に、前記空間部Ｓ１
が孔の形状に形成された時は、図８に示されたように、前記一対の収容溝３０それぞれに
形成され、前記電極組立体４００の空間部Ｓ１の上部および下部にそれぞれ挿入され得る
。
【００７７】
　前記のような構成を有するパウチＰは、図９および図１０に示されたように、前記電極
組立体４００を密封した状態で前記電極組立体４００の外形に対応する形状にカッティン
グされた後、そのカッティング部位がシーリング（ｓｅａｌｉｎｇ）され得る。このとき
、前記電極組立体４００の空間部Ｓ１に挿入された前記パウチＰの挿入部３１の中で前記
空間部Ｓ１を区画形成する前記電極組立体４００の内側面と接合しない部位もカッティン
グされた後、そのカッティング部位がシーリングされ得る。
【００７８】
　参考までに、図１０には、前記電極組立体４００に形成された空間部Ｓ１が前記電極組
立体４００を貫通する孔の形状を有するものと示されている。
【００７９】
　前記のような構成を有する本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電池１００は、電
子機器の二次電池収納空間の残余空間を最大限活用することができるので、電池容量およ
び電池使用時間を増やすことができる。
【００８０】
　また、本発明の実施例に係るリチウムイオン二次電池１００は、電子機器の二次電池収
納空間を既存の角形や円筒形に限定しないため、電子機器を様々なデザインで設計可能に
することができる。
【００８１】
　これまで本発明に係る具体的な一実施例について説明したが、本発明の範囲から外れな
い限度内では種々の変形が可能であることはもちろんである。
【００８２】
　それゆえ、本発明の範囲は、説明された実施例に限定されて定められてはならず、後述
する特許請求の範囲だけではなく、この特許請求の範囲と均等なものにより定められるべ
きである。
【産業上の利用可能性】
【００８３】
　本発明は、スマートフォン、カメラ、ノートパソコンなどの様々な電子機器に適用され
得、電子機器と共に消費者に販売または別途販売され得る。
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